
第36期年次報告書
平成27年6月1日から平成28年5月31日まで

ヴ ィ ジ ョ ン

『見えない学力』
の向上にこだわる

私たちは、学力と人間性の向上をはかります

私たちは、達成体験を通じて自信がつく指導をします

私たちは、自立と貢献のできる人を育成します

私たちは、国際社会で活躍できる人を育成します

教 育 理 念

「オール京進」全員が主役

個々の変革なくして、企業の変革なし



グループ全体の力を結集し、2020年ビジョンの実現へ
・ グループ社員全員が個人としての変革と成長をとげる
・ 「オール京進」の連帯感・チームワークでパフォーマンスを上げる
・ お客様への提供価値を向上させ、「京進ブランド」確立を目指す

2020年目標達成の第1関門は、 
人材の育成と確保
　2020年度（第41期）の連結売上高目標200億円
は、ビジョンを作成した第35期の約2倍で、並大
抵のことでは達成しえない数値です。
　達成の最大のカギは、各事業部の業績向上であ
り、各現場が、『絶えざる革新』で現業に磨きをか
けて競争に勝つことが必須です。その上で、新機
軸や新商品による生徒数増、新しい事業の展開に
よる売上増が必要になります。しかし、いずれに
おいても、最も求められるのは個々人の成長と、
現場ならではの知恵を集めた取り組みです。
　特に劇的に変化・成長するときに不可欠なのは、
それを任せる（担ってもらう）に値する「人財」
であり、リーダーとなりうる人材の育成と確保が
喫緊の課題と言えます。
　人材育成の点では、グループ全体で様々な教育
制度がありますが、第37期はあらゆる角度から、
これら制度の棚卸と成果検証を行い、ドラスティッ
クに改善してまいります。人材確保の点では、い
かに企業・仕事の魅力を訴求できるか、いかに優
秀な学生・転職希望者との接点を多く持てるか、
新たな採用手法や大学との連携、学生主催行事へ
の協賛など、様々に試み、知恵を絞ってまいります。
また、企業の労働環境に対する社会的認識も大き
く変化してきています。当社グループは、業界で
初めて週休2日制を導入するなど、業界をリードし
てきましたが、さらなる労働環境整備に取り組ん
でまいります。

　第37期は、創業40周年を記念して作った社歌の
一節を、「経営には皆が主役　現場こその知恵結集」
としたように、現場の知恵を結集するための「対話」
を重視し、経営の主役としてひとりひとりが成長し、
結果として会社が成長する1年としたいと考えてい
ます。

グループ全体での組織価値観の再徹底 
『卓越した安全・安心』・『見えない学力』の育成
　学習塾以外の新しい事業が成長し、グループ会
社も増えた現在、改めて創業当時から大切に育ん
できた価値観・考え方を、グループ全体で共有し、
徹底する必要があると感じています。
　特に安全面では、2005年に当社講師が教え子の
命を奪うという想像だにしなかった事件が起きて
以来、当事者として「日本一安全で安心」という
方針を打ち出し、考えられる限りの対策を検討し、
実行してまいりました。社内外の環境が大きく変
わってきた今、もう一度『卓越した安全・安心』
を恒久的な課題と認識しなおし、何ができるかを
全員で見つめなおさねばならない時期にきている
と考えています。
　私たちがすべきは、目に見える異常だけでなく、
身の回りの不自然や違和に気づき、全員で協力し
て解消することです。気になることは報告し合い、
共有して対応することを今一度徹底いたします。
これなくして、『卓越した安全・安心』はあり得な
いという覚悟で臨みます。
　他方、当社グループ独自の価値として取り組ん

できた「自ら学ぶ」指導は、ここへきてかなり浸透・
進展してきたと感じています。たとえば、学習塾
事業では、リーチングメソッドによる指導が進み、

「子どもたちが夢中になって学ぶ空間づくり」を展
開し、入試においてもその成果が表れてきています。
　これは私の経験でもありますが、「学力・成績向
上」「志望校への合格」といった、いわば「見える
学力」を高めるには、土台となる 『見えない学力』
が必要です。それを意識し始めたきっかけは、「生
活習慣さえ身につけば、学力は後からついてくる
んです」、という洛南高校の先生の言葉でした。
　『見えない学力』とは、「生活習慣」と、京進創
業時からの指導方針である「人としてのあり方」
のことであり、それを習慣化する最高のツールが
当社独自のリーチングのツールです。
　留学生を対象とした日本語教育事業や乳幼児対
象の保育事業などの各事業でも、業態に合わせて
同様もしくは類似の指導を展開していますが、生
活習慣や人としてのあり方を身につけさせること
が学びの力を伸ばすのだという共通意識で取り組
みたいと思います。

グループ独自の提供価値の 
ブランド化を目指して
　当社グループは、『卓越した安全・安心』と『「見
えない学力」をはぐくむことで「見える学力」を
伸ばす』という提供価値を「京進ブランド」とし
て確立させることを目指します。
　事業領域が広がっている今、各事業おいて、こ
の提供価値は誰に何を提供することなのかを明確
に定義します。お客様の声をもとにして、グルー
プ全社員の「知恵結集」で話し合い、各事業が目
指すべき状態を明確にした上で、提供価値の向上
と「京進ブランド」確立に取り組んでまいります。
　当社グループは、2020年ビジョン達成と次なる
創業50周年に向けて、グループ全社員が一丸となっ
て成長を目指してまいります。どうぞ変わらぬご
支援のほど、よろしくお願い申し上げます。

　株主の皆様には、平素よりご支援を賜り、厚くお礼申し上げます。
　第36期は、2020年ビジョン実現を前提に中期経営計画を作成した初年度であり、１年目としてまずまずの結果を残すこ
とができたと考えております。第37期以降も引き続き同じ方針のもと、ビジョンの実現に向けて邁進してまいります。なお、
当連結会計年度における業績につきましては裏表紙に記載の通りでございます。 代表取締役社長 白川 寛治

売上高 681百万円（前年比129.6%） 売上高 1,441百万円（前年比175.3%）売上高 9,745百万円（前年比102.8%）

　  セグメント損益は55百万円の損失（前年に比べ101百万
円の損失減少）となりましたが、保育園開園に伴う補助金
収入を特別利益として計上した結果、実質的に黒字となり
ました。

　  当連結会計年度末の英会話教室は13校、保育園は29園とな
りました。

　  生徒数の増加（前年比103.8%、前年に比べ891人増加）が
増収増益に寄与し、セグメント利益は1,539百万円（前年比
108.5%）となりました。

　  セグメント全体の拠点数は、331拠点となりました。小中部
76校、高校部11校、個別指導教室243教室（うちフランチャ
イズ106教室）、Net学習センター1拠点

※当連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しており、前年比較については前年の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。
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第2教育事業
［日本語教育、国際人材交流事業］

第3教育事業
［幼児教育、英会話、保育事業］

第1教育事業
［学習塾、フランチャイズ事業］

主要セグメント｜Segment Information

社長メッセージ｜Message from the President

　  日本語教育事業では、日本語学校の生徒数の増加により黒
字となりましたが、費用が先行する国際人材交流事業の事
業特性の影響で、セグメント全体の損益は79百万円の損失

（前年に比べ112百万円の損失減少）となりました。
　  平成28年4月に京進ランゲージアカデミー名古屋北校を開
校し、当連結会計年度末の国内の日本語学校は6校となりま
した。

・連結売上高200億円
・関西基盤の教育業界№1の売上高 ～創業時目標「関西一の学習塾」の実現～

・国際企業への脱皮 ～経営理念の実践～
　「日本と世界の教育・文化の向上、社会の進歩と善良化に貢献」

2020年
ビジョン

恒久的な課題 ▶ 『卓越した安全・安心』のさらなる強化と進化
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洛南高 東大寺学園高

3年連続増。

社員育成体系

京進の合格実績京進の New Open ！

京進の CSR

トピックス｜Topics

2015年6月〜2016年7月

英会話事業

ユニバーサルキャンパス
宮前平校、武蔵新城校

神奈川

内定者研修と入社時研修に加えて年間
を通じて学びの場を提供。新入社員と先
輩社員が語り合い、切磋琢磨して成長し
合える研修。

新入社員（年間）研修

立候補制で社員が経営の基本的リテラ
シーを身につける全6回の研修。最終回
には全受講者が新規事業計画を発表。

社内経営セミナー

総合教育企業としての持続的発展のた
め次世代のリーダーを育成する、役員と
外部講師による研修プログラム。

次世代リーダー育成プログラム

全社共通の管理職としてのヒューマン
スキルとテクニカルスキルを学ぶ研修。

新管理職研修

基幹人材であるミドルマネージャーを
対象に、人材育成スキルや問題解決スキ
ルを互いに学びあい次世代リーダー候補
としての成長を促す研修。

ミドルマネージャー研修

コンセプチュアル
スキル

リーチング
ＪＱＡ

アメーバ経営

社内経営セミナー・イノベーションプラン発表

学習指導力ライセンス制度

教務力研修・授業スキル研修・授業アンケート研修・エリア研修

トップメッセージレポート

リーチング手帳・京進ハンドブックを用いた組織価値観の浸透

内定者　新入社員　若手社員

賢者への道シリーズ・自学習慣支援制度

メール研修：コンプライアンス・個人情報保護の基礎

経営品質向上基礎研修

アメーバ経営活動

リーチングライセンス制度

社員研修（毎年6月）
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顧客対応力

教務力

商品知識

京進の歩み
組織価値観

ビジネスマナー
メンタルヘルス

コンプライアンス
安全対策
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京進グループ人材育成の取り組み
　教育サービスを提供する当社グループの一番の商品は“人”です。社員の能力を高め戦略的なキャ
リアアップを図るため、様々な研修体系を構築しています。

「ホワイト企業アワード」とは、一
般財団法人日本次世代企業普及機構が

「適正な利益・成長」「お客様からの信
頼」「従業員満足度」の３要素によっ
て評価し、次世代に残すべき企業とし
て表彰するものです。京進は、従業員
の年間休日数が高水準である点、男女
差別のない雇用体制、育児関係などの

休暇取得推進において取り組みの浸透実績などが評価され、ダイバーシ
ティ部門賞を受賞いたしました。京進は、今後も誰もが働きやすい企業
を目指すとともに、皆様に貢献できる企業として活動してまいります。

第1回ホワイト企業アワード

ダイバーシティ部門賞を受賞しました！

日本語教育事業

室町五条に2校舎が移転
京都

神戸日本語学院が
京進グループに。

兵庫

学習塾事業

京進小中部樫原校

個別指導京進スクール・
ワン道場南口教室

他 フランチャイズ7教室

京都

兵庫

保育園

グループ合計14園開園！
5園　　　　4園
3園　　　　2園

東京

千葉

神奈川

兵庫

HOPPA青葉台園

HOPPA神戸駅前園

保育事業

京都に最高水準の学童保育が誕生しました。

●安全安心の環境
　からすま京都ホテル内という「最高の立地」
●食事・食育
　ホテルレストランが届ける「最高品質の食事」
●こだわりの内装
　学習の用途と目的に合わせて使い分ける3エリア
●オーダーメイドの学習カリキュラム
　習熟状況や目的に合わせた学習指導

第１回ホワイト企業アワード受賞企業表彰式 当社取締役　人事・情報本部長　樽井みどり

京進ランゲージアカデミー
名古屋北校

愛知



商 号 株式会社 京 進
（英語名 KYOSHIN CO.,LTD.）

本 社 所 在 地 〒600-8177
京都市下京区烏丸通五条下る大阪町382-1
TEL 075-365-1500（代表）

創 業 昭和50年6月
設 立 昭和56年4月2日
資 本 金 327,893千円
取 締 役 代 表 取 締 役 会 長 立 木 貞 昭

代 表 取 締 役 社 長 白 川 寛 治
専 務 取 締 役 土 坂 義 高

（平成28年8月25日付で退任）

取 締 役 髙 橋 良 和
取 締 役 樽 　 井 　 み ど り
取 締 役 福 澤 一 彦
取 締 役 立 木 康 之
社 外 取 締 役 中 島 　 賢
社 外 取 締 役 市 原 洋 晴
社 外 取 締 役 竹 内 由 起
※  取締役のうち、中島賢、市原洋晴、竹内由起は監査

等委員である取締役であります。

従 業 員 数 911名（連結）

※
※
※

会社概況 株式情報

株主メモ

所有者別株式数分布（平成28年5月31日現在） （平成28年5月31日現在） （平成28年5月31日現在）

金融機関
1,259千株
（15.0%）

金融商品取引業者
41千株
（0.5%）

外国法人
8千株
（0.1%）

合計
8,396
千株

その他の法人
2,939千株
（35.0%）

個人・その他
4,147千株
（49.4%）

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）

株式会社 TCKホールディングス 2,806 33.45

京進社員持株会 565 6.74

株式会社 三菱東京UFJ銀行 342 4.07

京進取引先持株会 286 3.41

立木 康之 254 3.03

白川 寛治 250 2.98

株式会社 京都銀行 208 2.47

株式会社 池田泉州銀行 208 2.47

株式会社 滋賀銀行 206 2.45

石田 里実 200 2.38

立木 七奈 200 2.38

※持株比率は自己株式（6,685株）を控除して計算しております。

発行可能株式総数 22,640,000株
発行済株式の総数 8,396,000株
株主数 1,411名

大株主（上位11名）

事 業 年 度 6月1日〜翌年5月31日
定時株主総会の基準日 5月31日
期 末 配 当 金 受 領 株 主 確 定 日 5月31日
中 間 配 当 金 受 領 株 主 確 定 日 11月30日
定 時 株 主 総 会 毎年8月
株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関

三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部
〒541-8502
大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
電話　0120-094-777（通話料無料）

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所

公 告 の 方 法 電子公告により行う。
公告掲載URL　http://www.kyoshin.co.jp/

（ただし、電子公告によることができない事故、その他のやむを
得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載いたします。）

（ご注意）
1．  株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きに

つきましては、原則、口座を開設されている口座管理
機関（証券会社等）で承ることとなっております。口
座を開設されている証券会社等にお問合せください。
株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱い
できませんのでご注意ください。

2．  特別口座に記録された株式に関する各種お手続きに
つきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関と
なっておりますので、左記特別口座の口座管理機関

（三菱UFJ信託銀行）にお問合せください。なお、三菱
UFJ信託銀行全国本支店でもお取次ぎいたします。

3．  未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行
全国本支店でお支払いいたします。
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事業所数と生徒数の推移（連結）

（拠点） （人）第34期
（H26/5）

第35期
（H27/5）

第36期
（H28/5）

直営 フランチャイズ

258

103 106

25,654 26,633
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前期末（H27年5月期） 当期末（H28年5月期） 前期末（H27年5月期） 当期末（H28年5月期）

有形固定資産
4,031

無形固定資産
651

投資その他の資産
1,927

有形固定資産
4,384
無形固定資産
651
投資その他の資産
1,927

流動負債
2,856

固定負債
2,761

流動負債
3,420
固定負債
3,041

資産合計
8,324

固定資産
6,610

流動資産
1,713

固定資産
6,963

資産合計
9,310

流動資産
2,346

負債・純資産合計
8,324

純資産
2,706

負債
5,617

純資産
2,849

負債・純資産合計
9,310

負債
6,461

前期（H26年6月1日からH27年5月31日まで） 当期（H27年6月1日からH28年5月31日まで）

売上高
10,825

売上
総利益
2,834

営業利益
209

経常利益
216 親会社株主に

帰属する
当期純利益
90

売上高
11,864

売上原価
8,686

販売費及び
一般管理費
2,775

営業外収益
32

営業外費用
27

特別利益
155

特別損失
49

売上
総利益
3,178

営業利益
402

経常利益
408

親会社株主に
帰属する
当期純利益
257

連結貸借対照表（要約） （単位：百万円）

連結損益計算書（要約） （単位：百万円）

法人税等
255

業績・財務データ｜ Financial Data

会社概況 & 株式情報｜Corporate Profile & Stock Information

※1．千株未満は切り捨てて表示しております。
※2．自己株式は個人・その他に含めております。


